


東日本大震災�
2011年3月11日�

仙台市青葉区：震度6弱　宮城野区：震度6強�

阪神・淡路大震災�
1995年1月17日�

神戸市中央区三宮：震度7（旧震度階級）�

●1995年2月10日�

●当社設定の神戸市内全オフィスゾーン�

●245棟�

●全壊：建物が傾いたり中間層や1階が押し
　つぶされている�
●使用不能：行政により使用禁止もしくは所
　有者により閉鎖を確認�

福岡県西方沖地震�
2005年3月20日�

福岡市中央区：震度6弱　博多区：震度5弱�

被害なし �

70.4%

被害あり �

29.6%
被害なし �

93.7%

被害あり 6.3% 全壊 10.6%

使用不能 �

14.3%
稼働中 �

75.1%

●2011年4月11～12日�

●当社設定の仙台市内全オフィスゾーン�

●348棟�

●外観上目視により、①倒壊・一部損壊  �
　②窓ガラス損傷  ③外壁クラックの有無�
　④建物沈下  ⑤建物傾斜  ⑥落下看板の�
　有無を確認�

調 査 日 �

対 象 地 �

対象ビル棟数�

�

確 認 項 目�

●2005年3月24～25日�

●当社設定の福岡市内全オフィスゾーン�

●607棟�

●外観上目視により、�
　外壁損傷及び�
　窓ガラス損傷を確認�



●札幌●�
昨年からコスト削減や立地改善による移転需要の顕在化が継続しているが、震災

の影響により移転計画の見直しを行う企業も一部見受けられる。�

●東京●�
現時点では震災後のテナント動向に関して断定的なことは言えないが、直接的、間

接的に影響を受ける企業が多いのは確か。3月の決算期に発生した災害だけに、事

業計画自体の見直しを余儀なくされるケースも見受けられ、一時的にこれまで進

めていた移転計画の延期、見直しを行う企業も少なくない。一方、耐震性や非常時

の対応に問題があったテナントビルに入居中の企業では、移転計画に拍車がかかり、

早急に移転計画を推し進める企業も増加している。震災前のコスト削減を一義的

に考える移転に加え、耐震性はもちろん、非常時の対応や立地等のＢＣＰ（事業継

続計画）の観点をも重視して移転先を選定する企業も増加している。併せて、今夏

の節電対応策の内容、計画停電の有無等、テナントの動向を左右する要素が多く、

マーケットは非常に不安定な状況である。�

●千葉●�
東日本大震災以降、移転において設備改善や環境改善のニーズが顕在化する傾向

が続いている。�

●水戸●�
茨城県内のビジネス街では、震災の影響でビルの設備やオフィスの内装の被害が

一部で見られ、これに伴い移転需要は増加している。水戸は元々空室率が高かった

ことから、急速に需給バランスが逼迫するといった状況ではないが、空室は確実に

減少傾向にある。�

●横浜●�
今回の東日本大震災の影響で、テナントがビルを比較検討する中で耐震性を材料

の１つに挙げることが増えた。�

●大阪●�
今後の動向を考察するにあたり東日本大震災の影響は

大きなファクターであるが、現段階では不確定要素が

多く、オフィスマーケットに及ぼす影響の程度について

は不透明である。現在一部に見られるのは、本社機能

の関西圏への分散移転という大阪にとってのプラス効

果と、震災による生産活動や取引の停滞といったマイ

ナス効果だ。懸念される首都圏における電力不足への

各企業の対応により、一時的な移転需要が増加する可

能性はあるが、その影響についての検証は現状では困

難である。ただし、オフィスビル選定ポイントとして、

BCP（事業継続性）の観点や、入居ビルの防災対応の

重みが増してくることは間違いないところだろう。�

●京都●�
2011年3月11日に発生した東日本大震災の影響で、レンタルオフィス等、契約をすればす

ぐさま電話・インターネット回線が使用できる物件・施設に対しての需要が急激に増え、稼働

率も上昇した。詳細を見てみると、主として外資系企業からの引き合いが多い状況のようだ。

また震災から数週間を経過する中で、東京一極集中からの分散を企図した恒常的なバック

アップオフィスとしての問い合わせが見受けられたが、具体的に契約に結び付いた事例はあ

まりない。今後、懸念される点としては、オフィスのみならず不動産全般に言えることではあ

るが、震災により建築・内装部材が不足してきており、工事費のコストアップや部材が確保で

きない等の影響が顕在化してきていること。今後の経済の停滞を招く可能性もあり不透明

感が漂っている。�

●広島●�
マーケット全体では引き続きコスト削減目的の減床・縮小移転等マイナスの動

きが中心であるが、2010年末から新規開設や拡張移転などが複数確認され市

況活発化の兆しが見えていたものの、東日本大震災の影響により出店・移転計

画の見直しを余儀なくされた企業もあり、当面は需要増加は見込みにくい。�

●高松●�
新規需要や拡張移転も確認され、今後のテナント需要増加に期待したいところではあるが、

東日本大震災の影響や景気の先行き不透明感により、需要の停滞も予想される。�

●神戸●�
東日本大震災の影響により、レンタルオフィスへの問い合わせが殺到し稼働率が急上昇した。

一般オフィスについては、震災後1週間ほど経過した段階では外資系企業中心に神戸市内オ

フィスの空室状況についての問い合わせが散見された程度である。また、既存ビルに入居中

のテナントから、オーナー宛に増床できるかどうかの確認が入ったところもある。ただし、

実際の動きに関しては、神戸に限定した検討ではなく大阪を含めてとなることが多

く、その後のヒアリングでは検討対象を大阪に絞るという回答が大勢を占め

ている。中長期的には、リスク分散のために一極集中を回避し地方での

オフィス立地規模の見直しが進むことが予測されるが、現段階で

は契約に至る動きにはなっていない。�



免震�制震（制振）�
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福岡市� 高松市�

広島市�

名古屋市�

札幌市�

仙台市�

東京23区�

東京都心部「制震（制振）」「免震」オフィスビル�

さいたま市�

神戸市�

横浜市�
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24.3%
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35.1%
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26.9%
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39.6%

60.4%

27.0%

73.0%

31.8%

68.2%

36.2%

63.8%

32.1%

67.9%

31.6%

68.4%

22.7%

77.3%

旧耐震�新耐震�

対象エリア：千代田区・中央区・港区・新宿区・渋谷区・品川区�
竣工年：2000年以降、基準階面積：100坪以上の賃貸オフィスビル�
※上記条件の物件を抽出し、弊社ストックの資料上で耐震性能を確認した数値（編集部調べ）。�

【参考】�

京都市� 金沢市�

貸床総面積�
割合�

棟数割合�

大阪市�

■ 旧耐震：1981年以前竣工の賃貸オフィスビル�
■ 新耐震：1982年以降竣工の賃貸オフィスビル�
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YESNO

緊急連絡基準�

NO

YES

YES

NO

発見者・分かった人�

災害発生�

災害対策本部の設置�

災害対策本部要員の役割�

■ 災害復旧フローチャート�

■ 災害復旧手順�

インフラ担当責任者が情報を確認�深刻レベル1以上�

各部門間で対策検討�深刻レベル2以上�

各部門間連絡の�
必要あり�

全社対策本部�
設置�

・電力供給停止�
　⇒4時間以上�

・通信インフラ停止�
　⇒4時間以上�

・国内地震⇒震度5以上�
・大規模な火災・風水害�

対策本部�

・本部長⇒社長�
・副本部長⇒常務�
・本部総務⇒総務部長�
・各事業部長�
・情報システム部長�
・広報部長�
・従業員支援⇒人事部長�
・緊急連絡担当⇒総務課長�

経営会議メンバー�
緊急連絡（含各営業所）�

対策本部設置�
（災害対策室）�

情報収集、安否確認、被害評価、�
情報伝達、従業員支援、�
インフラ確保、復旧計画、�
ビジネス支援、経過報告　等�

活　動�

経過確認情報収集�
（災害対策室）�
経過報告�

エスカレーション�

Main / Sub

Business Continuity �
Plan�

（事業継続計画）�

終了�

終了�本部解散�

従業員安否確認／従業員支援�

災害対策本部� 各インフラ担当部門� 事業部門�

・資産保護�
・内外インフラの確保�

・緊急事態対応�
　指揮&コーディネイト�

・業務復旧�
　指揮&コーディネイト�

・社内外連絡　�
・ビジネス継続　・顧客支援等�

①MALO（最低限の業務水準）実行のための条件�

②被災事業所インフラ確保のためのリソース（人・設備）�

③被災事業所インフラ確保のためのステップ�

④被災事業所インフラが計画通りに確保されているかの判断基準�

⑤被災事業所インフラ確保が達成されていない場合の処置�

復旧計画�

復旧後の全体評価�

〔災害情報の段階的伝達〕�
エスカレーションプロセス�

緊急連絡および連絡網�

・災害対策本部設置基準�
・緊急連絡基準�

関係者への通知�

被害状況の把握�
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●オフィス（個人）�

デスクトップPC�

ノートPC�

液晶モニター�

インクジェットプリンタ�

●オフィス（共有）�

複合機�

シュレッダー�

レーザープリンタ�

プロジェクタ�

スキャナ�

●そのほかのスペース�

電子レンジ�

電気ポット・電気ケトル�

温水洗浄便座�

製　　品� 消費電力�

�

1000～0300W�

500～0300W�

200～0060W�

100～0030W�

�

15000～2000W�

3000～0600W�

2000～0500W�

800～0400W�

20～0040W�

�

10000～1450W�

9000～1300W�

3000～0700W

節電効果の例（出典○）��
■PC不使用時にコンセントを抜くと、デスクトップ／ノートブッ

　クPCでそれぞれ14％、24％省エネとなる。�

■低電力機能として、モニター電源オフではなくシステムスタ

　ンバイ、システム休止を使用すると、デスクトップ／ノートブッ

　クPCでそれぞれ14～15％、8～9％省エネとなる。�

■PCの電源を常時オンにしている場合、低電力機能をモニター

　電源オフからシステムスタンバイやシステム休止に変更すると、

　70～90％省エネとなる。不使用時に電源をオフにすると、

　80～90％近く省エネになる。�

■インターネット接続機器を使用する場合、PC使用時のみ電源

　を入れると90%以上省エネとなる。�

a

2

TEL : 03-5470-8769 FAX : 03-5470-8745 E-mail : info@officite.jp



節電効果の例（出典○）��
■〈60W型電球形蛍光ランプ、白熱電球の場合〉、立ち上がりの影響

　による消費電力量増加は非常に小さく、再点灯までの時間が1分でも、

　一度消灯する方が省エネとなる。�

b

3
節電効果の事例（出典○）��

■〈2.2kWエアコン（6畳用相当）の場合〉、冷暖房時に設定温度を

　1℃調整することにより、10％の消費電力を削減できる。なお、フィ

　ルターの目詰まりがない場合、ある場合に比べて暖房時では6％の

　消費電力を削減できる。�

c

節電効果の事例��
■サントリーホールディングスやソニーなどは従業員の残業を原則禁

　止しました。�

4

TEL : 03-5470-8769 FAX : 03-5470-8745 E-mail : info@officite.jp
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4

節電効果の事例（出典○）��
■温水洗浄便座のふたを閉めることによる省エネ効果は大きく、貯湯

　式で11％、瞬間式で19％の削減効果がある。ふたが開いている場

　合は、ふたが閉まっている場合に比べて、便座表面温度も低くなり、

　冬季には貯湯式で平均2.4℃、瞬間式では平均3℃の差が生じている。�

■便座部および加熱部の両設定を中から低にすると、貯湯式で14％、

　瞬間式で12％の消費電力量を削減できる。�

■節電モード（一定時間消費電力量が制御部のみとなる節電機能）を

　最大限利用すると、消費電力量を貯湯式で29％、瞬間式で25％削

　減することができる。これに設定温度の変更を組み合わせると、貯

　湯式で38％、瞬間式で33％の消費電力量を削減できる。�

d

出典○、○、○、○�
■資源エネルギー庁委託調査「ライフスタイルチェック25」の各種行動と省エネ効果に関する調査（平成16・17年度版、（財）省エネルギーセンター）�
■資源エネルギー庁委託調査「平成20年度待機時消費電力調査報告書」（（財）省エネルギーセンター）��
※出典○、○、○、○に記載されている節電効果は、様々な仮定をおいた上での試算であり、削減効果を保証するものではありません。また、機器の性能によって削減効果も変わる場合があります。�

a    b    c    d

a    b    c    d


